2010（平成22）年7月12日
Ｂ型肝炎訴訟九州訴訟の和解協議における国の見解に対する声明

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全国Ｂ型肝炎訴訟原告団
全国Ｂ型肝炎訴訟弁護団
１　本日、福岡地方裁判所における和解協議において、被告国から協議に向けての見解が示された。

しかしながら、被告国が示した被害者認定基準は、去る平成22年7月6日の札幌地方裁判所における和解協議において出されたものと同様、一見被害者救済の間口を広げるかのごとく表現されていても、その実、被害者の圧倒的多数を切り捨てようとするものであり、「救済範囲を広くとらえる方向で判断」すべしとの札幌地方裁判所の指針に真っ向から反するものである。
⑴　被告国は、予防接種を受けたことの証明として「母子手帳」の提出を必ずしも要件としないとしつつも、他方で母子手帳に代わる客観的な証拠の提出を求めている。
しかしながら、かかる客観的証拠が存在しないことは被告国においても百も承知のうえであり、その実は、不可能な証明を強いることによって被害者を切り捨てようとしているに他ならない。予防接種を受けることは刑罰を科してまで義務付けられていたものであり，受けていない国民が皆無に等しいことは周知の事実である。国の見解はきわめて不当であると言わざるをえない。
⑵　さらに、被告国は、母子感染を否定する要件として、母親が死亡している被害者にも、母親の血液データ以外の代替立証を認めるなどとしながらも、その実は、母子感染が否定できる完璧な証拠のある限られたケースだけを認めているに過ぎない。それ以外の母親が死亡した被害者については，母子感染を否定できる十分な証拠がある被害者についても切り捨てようとしている。
　　そもそも、証拠収集が困難な原因は、被告国が、集団予防接種によって国民にB型肝炎を蔓延させていることを知りながら半世紀以上にわたって被害調査すらも放置し続けたことにある。自ら招いた証拠収集の困難を口実に被害者を切り捨てようとする国の姿勢は、厳しく非難されなければならない。
(3) 加えて、被告国は、他原因を否定する要件として、既に札幌地方裁判所において不必要と判断された父親の血液データや原告の遺伝子型（ジェノタイプ）データの提出を未だに要求しており，不当きわまりない。
２　このように、本日提案された国の見解は、予防接種により感染したことを十分に立証している大多数の被害者までも切り捨てるものであり，およそ和解案と呼ぶに値しない被害者切り捨て案に過ぎず、到底受け容れられるものではない。
　我々は、このような被告国の姿勢に強く抗議するとともに、被告国が、いま一度自らが未曾有の被害者を生み出した加害者であることを自覚し、被害者をふるいにかけることに腐心することなく、一人洩らさず被害者を救済することにこそ最大限の努力を傾けるよう、改めて求めるものである。　　　　　　以上

